
戯ギ大きレ輝こお脚・人材爵雌する   

＜具体的な措置＞  

2．新成長戟略の推進t加速   

グリーイ・ライフ分野において人々や社会の課題解決を行う産業の創出、アジア   

経済戦略を通じたフロンティアの開拓、科学・技術・情報通信といった成長基盤の整   

備など、新成長戦略を推進・加速する。円高メリットの活用とあゎせて、需要拡大を  

通じた経済成長の実現と雇用の創出たより、活力ある日本経済を再生し、成長の成   

果を早期に国民に還元する。  

○重点分野雇用創造事業の拡充【厚生労働省】   

地域において＼介護をはじめとした成長分野に軍ける雇用創出・人材育成の  

取組を促進するため、22年度末までの事業の実施期間を23年度（一部24年  

度）まで延長する。あわせて、対象分野について、成長分野を支える基盤とし  

し て教育・研究を追加するとともに、地域の実情に応じて追加設定できることとす   

る。  

q緊急人材育成支援事業の延長等【厚生労働省】   

雇用保険を受給できない方に職業訓練と生活給付を提供する緊急人材育成  

支援事業について、求職者支援制度の制度化までの間延長するとともに、職 

業訓練の修了者に対する担当者制による就職支援専の体制の強化を図る。  

鱒梢域支援事業の実施【厚生労働省卜   

健康、環境分野及び関連するものづくり分野の生産性向上を図るため、雇入  

れ等を行っ串事業主が、職場以外での職業訓練を実施した場合に、訓練費の   

実費相当を支給する制度を創設する。   

蜘フ制度の推進  

【内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】  

成長分野における新しい職業能力評価・育成プログラムである実践キャリア・   

アシプ制度の第一次プランとして、①介護人材、②省エネ・温室効果ガス削減   

等人材、③6次産業化人材を対象として導入することとし、年内を目途に制度   

全体の基本方針をとりまとめる。  

P「新しい公準」の自立的な発展軸の環境整備【内閣府】   

国民の積極的な「公」への参加による、公的サービスの無駄のない供給に向   

け、NPO等が自ら資金調達し、自立的に活動することが可能となるよう、衆境   

整備を進める。  
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（1）グリーン・イノベーションの推進～環卦エネルギー大国戦略r  

Oレアアース等天然資源確保の推進  

○エコ住宅やエコ家電等の普及促進  

○公共交通等のグリーン化  

○グリーン投資の促進  

○グリーン・イノベーションの研究開発支援の加速  

○環境・エネルギ∵技術の海外展開促進  

（2）ライフイノベーションの推進 ～健康大国戦略～   

○ライフ・イノベ∵ションの研究開発支援の加速  

○直療サービスの情報化促進・国際化推進  

（3）アジア経済戟略の推進  

○アジア拠点化、EP阜の円滑な実施等の推進  

○インフラ／システム海外展開支援  

（サ）科学・技術・情報通信立国戦略の推進  

○技術開発等の推進  

○実証研究・評価のための企業等の施設・設備の整備支援  

○産業革新機構の積極活用  

（5）円高メリットの活用   



本年夏以降の大幅な家電需要の盛り上がりを踏まえ、家電エコポイイト制度   

の円滑な実施を促すため、所要の制度見直しを行うとともに、追加的な予算措   

置を行う。  

（ウ）住宅用太陽光発電システムの導入促進【経済産業省】  

住宅用太陽光発電システムの導入を一層加速するため、その導入費用の⊥   

部を補助する。  

q画化【経済産業省、国≠交通省】  

CNG鱒掃天然ガス）トラック・バスやハイブリッドタクシー等の運送事業用の   

次世代自動車牒虜対応ディーゼル車などの導入・普及促進のため、導入費   

用を補助する。また、自家用のクリーンディーゼ／レ自動車の導入を支援する。   

○グリ⊥ン投資の促進【経済産業省、環境省、由土交通省】  

地球温曖化対策設備投資を行う事業者への利子補給を実施する。また、国   

内クレジットを活申した中小企業の低炭素型投資の促進、建築物の省干ネ改   
修事業の費用補助、低炭素型内航海運船舶等の導入支援を実施する。  

○グリーンイノ呵口速  

【経済産業省、文部科学省】   

電気自動車、省エネ家電、半鐘体等基幹部晶や革新的な生産プロセス、ノ   

ンフロン製品などの開卦実証の加速を通じ、海外に先駆けた実用化を推進す   

る。また、国際熱核融合実験炉（m）計画等の推進を加速する。  

○環境・エネルギー技術の海外展開促進【外務省】  

、ODA等を括用し、優れた環境・エネルギー技術を活用した事業の海外にお   

ける展開を促進する。  

1）グリーンイノ咄   
クリーン・インベーシ㌢ンアニよる成長「傾努・土ネ欄ノの美好に府坊  

戯あ由る咋ケ「ス轡織物鍵郎とと姉 

等の彪緋公共交適者拓りり／－ン碓7エ接／クγ－瀞の銘木中小   

企業等によるウツーン二段資ノの庇温度先断）／クツーン聯，ニ実証ノの勿   

題二裁ガ瀦穿■エネ／揮一題辞め棚  

＜真体的な措置＞  

0レアア十ろ等天然資源確保の推進   

の鉱山等の開発、権益確保」供給確保など【経済産業省、内閣駄文部科学部   

石油天然ガス・金属鉱物資痴機構UOGMEC）を通じて牒帥等質噺こ対   

する支援や技術協力による資顔国との関係強化を行う。また、帝洋資源探査の   

た吟の無人探査機の開発の前倒し等を行う。  

（イ）レアアース等代替技術の開発など【経済産業省】   

レアアース等の代替及び使用皇の低減につながる、「希少卑属代替技術開   

発プロジェクト」の実用化の加速支援及び技術開発支援を行う。  

（ウ〉レアアース筆のリサイクルなど一線済産棄省、環境省】  

いわゆる「都市鉱山」対策として、廃製品からのレアアース等の分解・抽出を   

行う技術開発や設備導入への費用補助を行うほか、実証辛夷の実施等を通じ、   

呵収システムの構築などのリサイクル事業の確立を支援するこ  

（エ）レアアース等利用産業における設備導入支援など【経済革革省】   

レアアース等を利用する産業において、依存度低減やその効率的利用など、   

供給リスクへの耐性を高めるための設備投資を支援する。  

○エコ住宅やエコ家電等の普及促進   

げ准宅エコポイントの対象拡充【国土交通省、経済産業省、環境省】  

エコ住宅のリフォーム等に併せて設置する省エネ性能が優れた住宅システ   

ムの一体的導入を促進するため、住宅用太陽熱利用システム（ソーラーシステ   

ム）、節水型便器、高断熱浴槽へポイント発行対象を拡充するこ  

（巾家電羊コポイントの円滑な琴施促進【経済産業省、総務省，、環境省】  

10  

（2）ライフイノベーションの推進 ～健康大国戟略～  

タ／717・インベ←シ㌢ンによる磨；療・．介厨・慮鹿範扱者推す淵   

「観ノの美；努／こ何伏β腐穿の棚、ノ医療一御厨   

鬼努戴′歴顔の傍雛・屈靴等を据聾す盈   

＜具体的な療置＞  

1 



J   

に向けた技術の確立、案件の発掘・事業実施可能性調査、インフラ／システム  

の運営等を担う技術者の日本での研修等を通じて、事業者の海外展開を支援  

する。また、こうした調査、研修にはODAも活用する。  

○ライフ・イノベrションの研究開発支壌の加速【経済産業省、文部科学省】   

高齢者・要介護者等のための生活支援ロボットや、がんの超早期診断・治療  

機器や重粒子線がん治療装置、革新的な再生医療を実現するための幹細胞  

評価機器等の研究開発・実証を加速する。また、医療機関等と企業の連携によ   

る、医療現場のニーズに対応した医療機器の開発を促進する。  

P医療サービスの情報化促進・国際化推進【経済産業省、外務省】   

一人一人が自らの医療・健康情報を電子的に管理・利用できる「どこでもMY   

病院構想」など、ITの活用による質の高い医療・健康関連サ」ビスを提供でき   

る環境を整備する。また、海外の患者が日本の高度な医療を円滑に受けられる   

よう、コーディネートを行う受入れ機能の整備や国内外の医療関連機関のネッ  

トワーク化等の環境整備、「医療滞在ビザ」（仮称）の創設などを推進する。  

岬技術・情報鳳言立周戦略の椎準 

宇野づ脚一次離スーパーコンと呈「ク掌の虔免雛）棚のこ轡   

慮ク桝、ビジネスなど禅学・戯廟庇塩．靡卿・東証施霹の国   
政鰯軒こよク、卵塔物最オの顔みて演者辟草炭紆・僻酬ごお   

いこ今炭邑鎧界をヅー（、’す急  

＜具体的な措置＞   

0技術開発等の推進【内閣官房、総顔省、経済産業省、文部科学省】  

先端光通信技術、次世代スーパーコンピュータ等の最先端の研究開発を推  

進するとともに、宇宙システムの海外展開に向けた開発支援や、クラウド活用環  

境の構築などを実施する。また、大学や研究センター等の施設・設備の整備等   

により、撃育研究の基盤を強化するとともに、ナノテク分野における旦界的な産  

学官の連携拠点（つくばナノテクアリーナ）を形成するなど、研究開発や人材育  

成における国際競争力を強イとする。さらに、学びのイノベーションを推進する  

ため、学校において利用される英語等のヂジ≠ル教材の開発を行う。   

卿選【経済産業省】  

企業等の研究開発等の拠点を国内に残し新産業の創出を図るため、グリー  

ン・ライフ分野等における発端技術の実証研究・評価のための大規模な設備投  

資の∵部を補助する。   

○産業革新機構の積極活用【経済産業省】  

産業革新機構によるグリーン・ライフ分野等における海外大型買収案件の支  

援を拡充する。  

脚衡斉戦略の推進  

アシアの成定をβ木琴成長／こ腐美7こ綻寿ざせ占ため、クセーノt小企業め膠   

獅∠語瑚アジ列こや晩成4㈱す石   
よ無品こインアえ／／／システム癌仇霜好寧を離す島  

＜具体的な措置＞   

○アジア拠点化、EPAの円滑な臭施等の推進  

【内閣府、経済産業省、外務省】  

グローバル企業のアジア統括拠点・研究開発拠点の誘致の支援を通じたア   

ジア拠点化や、アジアにおける標準化を推準する。また外国人看護師、 

祉士候補者への日本語予備教育の実施や、原産地証明書情報の電子的な提   

供を可能とし、EPAの円滑な実施や利用を促す。さらに、日本ブランドの確立・   

普及等のためのPR・プロモーションを実施する。   

○インフラ／シネテム海外展開支援  

【経済産業省、総務省、国土交通省、外務省】  

国際協力銀行（躇IC）の投融資機能の強化、地上デジタル放送の海外展開  

12  13   



㈱の確保   

国民が安心して暮らすことができ、また、子どもを産み育てながら働け   

るよう、社会保障を強化し、そわ潜在需要の実現を犀用の拡大につなげ   

る。  

卿亭周   

£Lとの鹿絡蟹拶す竃／こ当焙っこ屋弓靡威力銀行び忍JCノし卿一   

朗狗駒浮♂oGル乙だCノ、産業賞鮒洗骨し虎御題プ厨  

．資繊すづとと邑に機密資金務樹の－⊥柳序帝を齢  

（1）子育て  

○保育サービス等の基盤の整備と児童虐待の防止  

○妊婦倖診に対する公費助成の継続等  
療
1
 
 

医
 
 0地域医礫の再生と医療機関の機能強化   

○疾病対策の纏進   

OC型肝炎救済特措法に基づく給付金甲円滑な支給り確保   

○現行高齢者医療制度の負埠軽減措琴の継続  

（3）介護等高齢者の生活の安心の確保 

○介護サービスの充実  

○地域の日常的な支え合い活動の体制づくり   

0重点分野雇用創造事業の拡充（再掲）  

（4）福祉等  

○生清困窮者対策   

○睦害福祉サービスの新体系移行の支援等  

○自殺・うつ病、DV被害者支援対策の推進 

○生活保護、医療保険による生活支援  

（1）子育て  

子どもや子育て寄食会全伊で支え子ともの度節勃好嘩静銘轡すちととめ   

に彪老子育て／就労について巧虜低庭席垂妙奨項て攣る環嬉毅薮原すあ 
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新型インフルエンザが発生した場合に備え必要なプレパンデミックワクチン  

を確保するため、有効期限切れに対応しワクチンの備蓄を行う。  

（イ）子宮頸がん等のワクチン接種の促進【厚生労働省】   

地方自治体における子宮頸がん予防ワクチン・ヒプ（へモフィルスインフルエ  

ンザ菌b型）ワクチン 

講じる。  

（ウ）未承認薬審査迅速化のためのリスク管理体制の構築【厚生労働省】   

厳格な安全管理体制が求められている医薬品（サリドマイド）の安全管理状  

弼の調査、リスク管理方策の実効性評価を行い、その知見を未承認薬の審査  

迅速化に活用する。  

Q⊆聖旺炎拉即青線去tこ基づく綺イ寸金の鞘骨な支給の確保【厚生労働省】   

特定C型肝炎ウイルス感染者等に対する給付金の面骨な支給を確保する。  

○現行高齢者医療制度の負担軽減手昔置の腰塵【厚生労働名】   

70～74歳の窓口負担軽減措置、被用者保険の被扶養者であった方及び低  

所得者の保険料軽減措置を継続する。  

＜具体的な措置＞  

0保育サービス等の基盤御社  
【文部科学省、厚生労働省】  

安心こども基金を積み増すとともに事業実施期限を平成23年度末まで延長  

し、保育サービスや地域子育て支援の充実、児童虐待の防止等「子ども・子育   

てビジョン」を推進する。  

卿賛助成の継続等【厚生労働省】  

妊婦が必要な回数（14回程度）の健診が受けられるよう支援するための基金   

を積み増し、来年度も公費助成を継続できるようにする。また、成人丁細胞白血   

病等の原因となるウイルス「HTいトー1」対策として、妊婦健診に抗体検査を追   

加するなどの取組を行う。  

必医療   

彪飾ごおげ∂屠蘇喜符節姻、釘劫鮒好   

應療か再生仁靡猪貌  

＜具体的な措置＞   

0地域医療の再生と医療機関の磯熊肇世   

（ア）都道府県を単位とした高度一専門医療、救急医療等の整備■拡充等【厚生労働省】  

都道府県に準置されている地域医療再生基金を拡充し、高度・専門医療や   

救命救急センターなど都道府県（三次医療圏）の広域的な医療提供体制を整   

備・拡充する。また、院内感染対策に早急に取り組むため、薬剤耐性菌の解析  

機能強化等を行う。   

（巾医療機関の機能■設備強化【文部科学省、厚生労働省、防衛省】  

大学病院、国立高度専門医療研究センター及び自衛隊病院等について、周   

産期医療体制の整備や医療機器の充実等による医療機能の強化を図る。   

○疾病対策の推進  

くア）新型インフルエンザ対策の推進【海生労働省】  

16  

嘩確爆  

感動款堰誠一Lて獲み好れ控彪好で馨ちL戯ゲられる虜穿を重源す観   

＜具体的な措直＞  

○介護サービスの充実   

（ア）地域密着型サービスの基盤整備と安全確保等【厚生労働省】  

認知症高齢者グループホーム等の防災対策上必要な改修等を支援するとと  

もに、特別養護老人ホーム等の個蟄声ニット化を含めた改修等を支援する。こ  

の中で、小規模特別養護老人ホーム等の平成23年度までの整備目標（16万  

人分：広域型施設を含む）の確実な達成に向け、助成単価の引上げを行う。   

（イ）24時間地域巡回・随時訪問サービス事業の実施【厚生労働省】  

在宅においても24時間必要なときに必要なサニビスを提供できるようモデル  

専業を実施する。（平成22年度中に全国30か所で実施）  
17   



（ウ）介護職員等による医療的ケアを行う休刊の整備【厚生労働省】   

在宅や特別養護老人ホーム等において、医酔・看護職員との連携・協力の  

下にキんの吸引等の医療申ケアを行うことができる介護職員等の研修を行うた   

めの体制を約700か所整備する。  

○地域の日常的な支え合し卿【厚生労働省】   

甲PO法人、福祉サービス等業者等の協働による、見守り精勤チーム等の人  

材育成、地域資源を活用したネットワークの整備等に対する助成を行う。  

q重点分野雇用創造事業の拡充（再掲）【厚生労働省】  

㈱舌支援【厚生労働省】   

隼活保護、医療保険について、平感22年度に必要となる追加財政措置を講   

じる。  

瑚福祉等  

屠あメ雌を安妖β止した全店が営める郷  

＜具体的な措置＞  

○生活困窮者対策  

の「『住まい対策』の拡充」の延長【厚生労働省】（再掲）   

（イ償困咽窮者の「絆」再生事業の実施【厚生 

（ウ）生活福祉資金貸付事業の実施に必要な体制整備【厚生常備情事・  

低所得世帯を対象とした生活福祉資金貸付事業において、貸金業蔭の改正   

により消費者金融からの借欄服された方勧ゝらの相簡体制の準備等を椚。   

○障害福祉サービスの新体系移行の支援等【厚生労働省】  

障害者関連施設等が就労支援等の新体系サービスヘ移行するための施設  

改修等を推進する。   

○自殺・うつ病、一DV被害者支援対策の推進   

（ア汚つ病に対する医療等の支援体制の強化【厚生労働省】  

精神科医療に携わる医緬、看護師等に対する研修の実施や、かかりつけ医  

と精神科医の連携体制の強化等の取組を促進する。  

〃）DV被害者支援緊急対策の実施【内閣府】  

DV被害者に対する集中的な電話相談事業等を実施する。  
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4・地域活性化、社会資本整備、中小企業甲策等   

我が国の産業・社会を支える地域経済、中小企業を巡る環境は引き続   

き厳しい状況にある。新成長戦略わ前倒し、地域の生活の安心↑の寄   

与等の観点から、インフラ整備を実施するとともに、地域わ雇用を支える   

中小企業支援を含めた地域活性化を図り、地域から日本を元気にする   

緊急的な措置を講ずる。  

＜具体的な措置＞   

○耐震化等による安心・安全な居住・生活環境の整備  

（ア）住宅耐震化の加速等【国土交通省、防衛省】  

・地方自治体における住宅耐震化支援や、耐震化の合意形成が困難なマン  

ションの耐震診断等への直接支援を図る。  

・既存住宅ストックの耐震化、バリアフリー化等の改修費用を支援し、子育て世  

帯、高齢者、障害者等に対する安心・安全な賃貸住宅の供給を促進する。  

・飛行場等の防衛施設の周辺地域における住軍の防音工事を助成し、住民の  

生活環境を改善する。  

（イ）生活に密接に関わる学校等の施設の耐震化の推進等  

【文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省】  

国民生活に密接に関わる学校、上下水道等の耐震化等や、認知症高齢者   

グループホーム等の防災対策上必要な改修等の支援（再掲）を図るとともに、   

災害発生時の避難地等として機能する都市公園の整備等を行う。  

（ウ）国民生活の安心につながる防災対策等の推進 

【総務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、防衛省】  

近年多発する集中蒙雨などの自然災害に対する防災カを強化するため、河   

川・砂防、山地、下水道、漁港・漁村、海岸、航路標識の防災対策、防災体制   

強化等を緊急的に実施する。あわせて、災害復旧等事業費について所要の   

追加を行う。  

（エ）市街地再開発及び地籍整備の促進【国土交通省】  

防災上危険な密集市街地や空洞化が進行する中心市街地等において、市   

街地再開発事業、地籍整備の実施等により、市街地の再生・再構築を図る。 

0地デジ放送、デジタル■コンテ：′頻り用の推進  

（ア）地上デジタル放送移行支援の強化【総務省】  

低所得世帯への地デジチニL－一ナーの無償配布の対象の拡大等を図る。 

くイ）デジタル・コンテンツの利用促進【内閣府、経済産業省、国立国会図書館】   

地域の雇用創出に資する国立国会図書館所蔵資料のデジタルヴ一声イブ   

化及び書籍等のデジタル化の推進に係る事業の前倒し等を通じて、デジタル  
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（1）地域活性化  

○耐震化等による安心・安全な居住・生活環境の整備  

○地デジ放送、デジタル・コンテンツ利用の推進  

○国民の「食」を守る農林水産業への緊急支援  

○成長分野としての農林業の育成支援  

○魅力ある観光地づくりの推進と国内旅行の活性化  

○地域の目線に立った支援の拡充  

○地方交付税の増額  

（2）社会資本整備   

○地域経済の元気復活に資するインフラ整備   

○地方公共団体によるきめ細かなインフラ整備等の支援  

（3）中小企業対策  

（4）その他 

犯士世鋸舌性化  

彪威経～薪欄皆のため、住民の全店に威辞にノ野わる住宅・席街蠍   
■等の脾や盛潮堰拓ための脚の鹿渡鰍産業の重   

度基盤の虜化など願成長厳啓の崩軌／となる鹿挺を／まじめ、彪妨ク風炉に立   

つ尤きめ励脚。  
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安面を含め安心・安全で魅力的な観光地づくり等を推進する。 

○坤域の目鱒劫た支援の拡充  

（ア）地域清性イヒ交付金（仮称）の創設【内閣肝】  

・新たな交付金を創設し、観光地における電線地中化等、地域の活性化ニー   

ズに応じて、き吟細かな事業を実施できるよう声援を行う（きめ細かな交付金   

（仮称））。   

▼新たな交付金を創設し、これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、   

光が十分に当てられてこなかった分野（地方消費者行政、DV対策・自殺予 

防等の弱者対策・自立支援、知の地域づくり）に対する地方の取組を支援す   

る（住民生活に光をそそぐ交付金（仮称））。  

（イ）合併市町村の活性化のための支援の加速【総務省】   

合併市画すカミ新しいまちづくりや住民サービスの確保等のために、優尭度   

が高く、緊急に実施する事業に対して行う支援を加速する。  

○地方交付税の増額   

平成21年度一姫会計決算において地方交付税の財源として留保された未   

繰入額、及び平成22年魔の国税収入の増額補正に伴う地方交付税法定率分   

増加額（計1，3兆円）にづいて、．交付税及び譲与税配付金特別会計に繰入れ   

を行うこととし、そのうちのP．3兆円にづいては、平成22年度に地方自治体に交   

付する。  

コンテンツの利用環境を整備・改善する。  

P由民の「食」を守る農軽水産兼↑の緊急支持  

の農林水産業の生産基盤の強化【農林水産省】   

円高や猛暑「赤潮等？影響を受けた農業、漁業者が安定的な生産†供給を  

行えるよう支疲盲行うとともに、国内農水産物中生産拡大等に向けた効率的か  

つ持続的な生産基盤を確立するための支援を講じる。  

（車口蹄疲対策の推進【農林水産省】  

宮崎県及び周辺県における口蹄疫対策に要する経費の手当等を行う。  

（ウ）沖縄等に串ける地域農業の支援【内閣府こ農林水産省】   

沖縄県及び鹿児島県の南西諸島におけるさとうきび・国内産糖製革業の効  

率的な生産・製造基盤を確立するためめ支援を行う。  

鱒革成支授  

（ア）農、の成長戦略の推進【農林水産省】   

バイオマス施設や小水力発電等の整備支援、食の活用等による地域活性化  

とあわせて、6次産業化に取り鱒む農林漁業者等をサボーける人材ゐ育成等  

を図ろとともに、地域における雇用の拡大に向けた農業者の取組を支援する。  

（イ）林・林業撃の棍等（元粉轍の抑制にも配慮）【郡棉省、恥交準如   

花粉の飛散の抑制にも配慮しつつ、搬出間伐と、これと一体となった森林作  

業道開設への支援を前倒しするとともに、路網整備の加津や公共施設の木造  

化支援等により「森林・林業再生プラン」を推進する。また、地球材等を括用し  

た木造長期優良住宅の普及促進のための支援や地籍整備を加速する。  

○魅力ある観光地づくりの推進と国内旅行の活性化  

（ア）国内観光活性化のための滞在型観光の加速化等【内閣府牒土交通省】 

国内観光活性化のため観光圏の取組も含めた2泊3日以上？滞在型観光   

に係る施策や休暇取得の分散化に係る普及・啓発等を緊急的に実施するととも  

に、観光地における電気自動車等の導入を支援する。  

（イ）外国人観光客のための言言吾／叫アプリー化の加速等  

【内閣府、警察庁、国土交準省】   

沖縄を含む観光卿こお一丁る交通機関施設の如司希対応を推進するなど、隠  
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（2）社会資本整備 

彪城潜好一大柳厩舎仏解ブてその題拙7社会資榔尤玖  

三大静市屠め粛躍遂敵前衝象顔ンデブニ掛野港湾常脾の   

点い大詔礪瑠紘インフラの嘉鰍眉杓威光の庇猷邑斉ダち屠士ミン  

シンクサンク解抒夢の彪好卿セス改善など厳戒長戯啓の崩膠Lとなる   

塵要放斯こ灰久野むほれ彪財ニーゾ7血たきめ彪かな賓寿蕃二支摩する  

また、公共事業の男紛ク戯雛／を轟業費べ「－ヌ戊ガ欄好傭掛’－   

ヌβ．2欄で計上す盈  
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（3）中小企業対策 t   ＜具体的な措置＞  

p埠域嘩済の元気像舌Iこ資するインフラ卸商  

（ア）国土ミッシングリンクの解消など地域連携の推進等【国土交通省】 

地域経済の活性化を図るため、国内観光の促進にも資する国土ミッシングリ   

ンク（主要都市間等を連絡する高規格幹線道路等のうち未整備の部分）の解消   

や、地域連携に資する幹線道路ネットワ∴ク？整備∵渋滞対策など交通円滑化、   

橋梁等の道路構造物の保全対策、道路の法面対策や無電柱化等を推進す   

る。  

（イ）都市鉄道整備事業等の推進【国土交通省】   

観光等を通じた地域経済の活性化等を図るため、都市鉄道の新線建設等の   

工事、建設中の整備新幹線の工事等を推進する。  

（ウ）国際コンテナ戦略港湾のハブ機能の強化等【国土交通省】  

国際コンテナ戦略港湾である阪神港・京浜港のハブ機能を強化するための  

インフラ整備を推進するとともに、地域経済の活性化に資する港湾施設の整備   

を推進する。  

（エ）首都圏空港の強化等【国土交通省】  

首都圏の交通利便性を向上させるための羽田空港の容量拡大に向けた事   

業等を実施する。  

（オ）社会資本整備総合交付金の追加【国土交通省】   

地域の創意工夫を活かした社会資本の総合的な整備を推進する社会資本   

整備総合交付金を追加する。  

（力）農山漁村地域整備交付金等の追加【農林水産省】仁  

地域め自主性と創意工夫により、農山漁村の活性化を総合的に図るための   

インフラ整備に要する農山漁村地域整備交付金等を追加する。  

○地方公葬団体卿【内閣府】  

地域活性化交付金（仮称）の創設（再掲）  

務が革靴る中小企業の瘡鱈倍のた玖金戯珊、癌郷   

など総合新種ヌ凄講攣鰯軋る  

く具体的な措置＞  

（ア）資金繰り支援【内閣府、財務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省】  

日本政策金融公庫等の財務基盤を強化することを通じ、日本政策金融公庫、   

商工組合中央金庫、信用保証協会の融資・保証を促進し、年末・年摩末の中小   

企業の資金繰りに万全を期す。またこ現在の緊急措置が期限切れを迎える来   

年度におし「ても、借換保証の拡充、セーフティネット保癒や小口零細保証等の   

対策の重点化、さらにを享、日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫等によ   

る借換えの促進を含めた直接貸付の充実等によりこ中小企業の資金繰りに支   

障が生じないよう取り組む。   

この他、建設業に対する下請債権保全や元請資金繰りに係る支援の強化、   

引火性溶斉吟安全対策設備の蕃入が必要なクリーニング業者に対する低利融   

資制度の拡充を行う。  

（イ）技術開発及び海外展開支援【経済産業省】  

中小企業をはじめとする産学官連携による技術開発の支援を行う。また、海   

外展示会への出展支援の拡充、海外特許出願支援の強化等を実施し、中小企   

業海外展開支援会議の下セ、地域での中小企業の海外展開を促進する。   

くり）新規の事業活動への支援【内閣府、財務賀、経済産業省、国土交通省】   

農商工連携をはじめとした異分醇の中小企業者の連携や地域資源を借用し   

革新規事業を支援するとともに、中小企業者の起業・転業に必要な資金に対す，   

る積極的な融資東証を促進する。また、全国の中小企業応援センターにおい   

て、転業チャレンジをこ係る相談会の開催、専門家派遣や転業に対する相談窓   

口等における支援を実施する。  

さらに、地域の建設業のエコ・耐震改修等成長が見込まれる分野での市場   

開拓の取組、中小トラック事業者等の環境対応等を支援する。  

（エ）地域商業の活性化【経済産業省】   

地域の商店街等が行う、デジタルコンテンシの活用等による集客力向上、空  
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き店舗対策、買い物弱者への対応等を支援する。   

（オ）人材育成支援【経済産業省卜  

中小企業者におけるものづくり分野等の実践的な研修事業を実施す卑。   

（4）その他   

（ア）海上保安体制の充実等【農林水産省、国土交通省】 

最近の我が国周辺海域及び速写海域を巡る緊迫化した情勢こ対応するた  

め、巡視船の整備等海上保安体制を強化するほか、我が国漁業者の安全な操   

業を支援する施策を緊急に実施する。   

（イ）情報収集衛星の体制整備【内閣官房】  

安全保障及び危機管理に必要な情報収集の確実性を商やるため、情報収  

集衛星体制の整備を強化する。   

（ウ）遺骨帰還事業の推進【厚生労働省】 

遺族・若者等ボランティアの協力を得て政府一体となって硫黄島からの遺骨  

帰還を推進するため 

5．規制■制度改革  

財滞を使わない景気対策として、及び新成長戦略を推進する政策  

ツールとして、規召抑制度改革を強力 

項を着実に実施していくとともに、グリーンイノベーション、ライフイ   

ノベ 

野を中心に新たな取組を行う。その際、規制・制度改革の円滑な推進  

の上で必要となる環境整備に十分配慮する。   

く具体的な措置＞   

O「日不を元鱒にする規制改革100」等の充臭・強化   

・再生可繹エネルギ⊥の利用拡大に向け、、全量眉取御慶の円滑な導入を目  
指し年末に向けて検討を進めるとともに、大規模太陽光発電設備や省エネ・  

新エネ設備に係る規制を見直すこと、国際医療交流を促進するためビザの   

創設や在留資格の取扱いの改善を行うこと、幼保「体化を含む法案を平成2  

3年通常国会に提出する準備を進めることを含め、「規制・制度改革に係る対  

処方針」（平成22年6月18日間議決定）及び「新成長戦略軍現に向けた3段  

構えの経済対策」（平成22年9月10日間議決定）の「日本を元気にする規制  

改革100」等の既定事項を着実に実施する。 

撃た、既定事項の一部にういて実施の前倒しを行う制表1）。  

・さらに、「日本を元気にする規制改革100」の「国を開く経済戦略」の分野を  

中心に、国際旅客チキ「タゝ便の個札販売（航空券のバラ売り）比率の一層  

の緩和、外国企業等による英文開示の範囲拡大等の制度整備の実施、「優  

嘩的地位の濫用に関する独占禁止綾上の考え方」の策定その他の措置を講  

じる（別表2）。   

、・これらにちいて、潜在的需要の顔在化及び供給力強化を図る観点等から実  

効性ある措置が講じられるよう、10月から活動を再開する行政刷新会議の規  

制・制度改革に関する分科会においてフォローアップを行う。  
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○規制・制度改革に関する分科会での更なる改革推進 

・規制・制度改革に関する分科会において、規抑制度改革に関し夷施中の   

「国民の声」集中受付で寄せられた提案や、子育て、環境・エネルギー、地域   

活性化、アジア経済戦略等に関する与野党の提言等を踏まえて、新たな検   

討を行う。  

・また、時代や環境の変化への対応の観点から、制恵後20年を経過した規朴   

制度等に関し、所管省庁において行われる見直しの検討をフォローアップす   

るとともに、その他の見直すべき規制・制度について検討を行う。  

・これらについて、既定事項のフォロ「アップも含めて、22年度末を目途に取りま  

とあを行う。  

○施策執行の進捗管理   

今回の対策に掲げる各施策については、PDCÅサイクルを重視する   

観点から需要・雇用創出効果の検証など進捗管理を行う。   

○本対策の規模  
本対策の実掩に伴う国費及び事業費の規模は、別紙のとおり。   

○本対策の効果   

本対策の効果を現時点で概算すれば、実質GDP押上げ効果は概ね   

0．6％痙度、雇用創出・下支え効果は45～50万人程度と見込まれる。  

○総合特区制度章念頭に置いた規制∵制度改革の頗討  

・「新成長戦略」に基づき、規制の特例措置及び税制・財政・金融上め支援措   

置等を総合的に盛り込むものとして創設を予定している「総合特区制度」に係 

る自治体や民間からの提案を踏まえ、優先的に検討に着手するべき規制・制   

度改革について、所要の検討を実施する。  
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別表1既定の改革の実施時期を前倒しする事項  （別系氏）  

本対策の規模  

国費【兆円】   事業貴【兆円】  

番号   事項名   親和教卓の横井   実施時朔  所管省庁   

■  短時間劃輝倖富士について  昔書架至詣富諾錯綜琵芸濃誓言㌫芯圭㌫鴇警鵠讃ぞ富農   
符年lO月中に・この取掛・、を改めて周知徹底することとする・   

Z q   誓書隅を即しし  芸鴨島拭㌔濫借款言語崇芋㌘獅（平竺餌－≡時  平成22年相月中指 t  躍生労働省   

ロ  阜増刊用事楕円汁化辛筆の粟件 の周知  神算の如主体とし七、同一醐における事業案施主体のt∬〟闇膿られてい皐 こと】こついて、ネリー＃の周知を阿る．  平成㍑年中繕鷹  よ林水産省   
ロ  軌鴨研悸欝争の貸付対象に喋る周  絨よ支緩資金制度における就農研修資金は、民仰企業が行ラ研鯵についても、その  平成22年中怜虻  1林水産省   坤 

箪吋対象から除外していないことについて、周知する．   

ロ  謂苦節欝苦諸毒硯＝ 人円滑化  マイクロ水力晃tを設置する際の土地改良区との協汁については、畠事看である土  平成22年10月中揮  ▲林水産省    砲改良区と集落琴との間で地理されるもので皐る旨、土地改良区へ通知ナる．  ■   
民間事葉書による維集集約の促進のため、毛飲や能力のある事業体に対して熟柿の   

ロ  欝琵雷蛋蒜苛薫理那鱒    平成g2年中僧正  ▲林水産省    施纂▲約に必須である森林簿及び森林鮒蘭画が開示されるようJ平成巳年中に鵡遭    村野こ肋冨を行う．   

平時机空貨物チャーター輸送にお  寧障鋏生物流の活性化により、物流コストの低減を回る観点から、相互主義の確保   
ロ      平成Z2年中の可能 な限り早期に柑覆  風土交通省   ナる癖主甲の航空会社に埼才柚  三声申しつつ、国府抗生貨物チャーター輸送における第三酋の航空企業による貨物   チャ 

ーター便の年賦容易化  チャーター便の運航の容易イヒを平成22年中の可緒な廊岬】削＝臭拇ナる●   

通鱒蓉即ヒ ロ  国際軌筆算勧チャーター峨革l；声 けるフォワ‾ダ㌻・チヤ‾タ「年の ’  国際航空物流の活性化により、物流コストの低減を回る観点から、相互圭一の確保  平成22年中の可能  凹土交通省    こ配慮しつつ、国際抗生貨物チャーター輸送におけるフォワーダー・チャrター（利用    道連事業者によるチャーター）の遭航のさ射ヒ音平成22年中の可能な限り阜I捌こ実  な限り早期に稚¶  
施ナる．   

我が国におけるLCCの参入促進等の観点から、国際航空運耳の掟可制度につい   

ロ  可停頓宰孝一株制申縄和    平成22年中の可糀 な限り早れにけ置  国土交通省    て、あらかじめ旺可を受けた上限鎮の範囲内であれば」機動的に蓮井め設定・文王    が行えるようにするための運用の雄和を，平成22年中の可能な限り早期に実施する．   

0，3程度＜0．3程度＞  1．雇用t人材育  

1．3堰   2．新成長戟路の推進・加i  0．4程度＜0．3確度＞   

3．子育て、医療・介護・福祉等の掛ヒによる安心の確  1．1程度＜1．1程度＞   

4．地域活性化、社会資本整備、中小企業対策等  

（地方交付税待針、の繰入を除けば  

5．規制・制度改量  

3．1程度く3．1程度＞  

1．8程度＜1．8程度＞  

一 種度＜－・程度＞  

17曾根度  

16．5程度）  

計（①）  

（地方交付税特会への繰入を除けば  

4‥9程度＜4．9程度＞  

3．6程度＜3．5程度＞  

20．8程度．  

19．5程度）、  

公共事業の契約の前倒し（e  0．2程度＜0．2程度＞  

限度額バース  
0．25程  

再  計（①＋②）  ・5．1程度＜5．05程度＞ 
国費・限度額バー女  

（地方交付税特会への繰入を除けぼ 3．8程度＜3．7程度＞  
風費・限密顕べ山ス   

21．1程度  

19．8程度）  

注1）＜＞内は一般会計ベース。  

注2）9月24日に、経済危機対応・地域浄財ヒ予備費9，179嘩円の使用を閣議決定済み。  
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別表2国を聞く経済戦略分野を中心とした規制■制度改革事項  

番号   専横名   規制改革の把手   実施時粕  所管省庁   

本年1月1日からサ趨的地位の濫用が新たに課徴金納付命令の対象となったこと響を  
公正取引姿  

■  r優越的地位の濫用に関する独占          踏まえ、優越的地位の濫用規制の考え方を明確化すること等により法運用の透明性   禁止法上の考え方」の取りまとめ  を一層確焦し、専業者の予見可能性をより向上させるため、「優越的地位の濫用に朋  平成22年中措置  員会  
する蜂竃禁止法上の考え方」を鱒定・公表する。   

地下街にづいて、地方公共団体等に対しⅧ報提供等の技術的支援看行うとともに、民   
ヱ  公共全州における収益施設の設置  
等に係る規制緩和   平成22年度措置  国土交通省    間手蔓春が駅前広壌零の公共空間の利用を可能とする手法を揉示する．また、国 

公園制度の活用嶋に関する情報を周知徹底する．   

3  下水処理施設の改築・省スベース 化により生じる敷地の有効利用方 針を回が策定  下水処理施設の改築時に施設の省スペース化等を実現できる膜処理技術について、  平成22年度措翠  匹l土交通省    その導入のためのガイドラインを作成し、普及を促進する．   
数が国港湾の包隙蚊争力強化を図る観点から、港湾の選択と集中を進め．公設民営  平成22年持論・平  

l  港湾経嘗の民苫化  の考え方のもと港湾の蛙営に射する業務に民の視点を取り込み、港湾の一体経営を  

成23年通常国会へ の法案提出  国土交通省        実現するため、「港湾縫賞金社（仮称）」制度を創設する等、港湾法等所要の法改正を    行う．   
航空自由化が実現していない園・地域内の地点との間において、定期便の乗入棺定   

6  同職旅客チャーケ一便の個札販売    平成22年申の可能 な限り早期に措置  国土交通省    地点Ⅶか否かを問わず、一律、総座席数の抑％未満まで、国際旅客チャーターの個   （航空券の／くう充り）比率の一層の  札販売を可能とする。羽田空港を発着する園際旅客チャーターについては、羽田空港   緩和  の盈取化にあわせて 
、深夜早朝時間帯は、他の空港と同様、航空自由化が笑現した  

国・地域内の地点との間では値札販売の制限を撤廃する。   

しCC噂の砥コストな運航の実損の  

の明確化   8   ための運航管題詞幼者の配直方法  

捜することを平成22年喪中た夷施する．   

■  外包企業等による英文開示の範薗 拡大等 
、制度長井の実施   

制度整備を実施する．   置   
銀行本体でファイナンス・リース業搾の取扱いを行うことについては、主要行・地銀の   

平成22年度検討・ 

の活用の解禁   8  微行本体によるファイナンス・リース  

置 
釣年産刃眉．必要な制度聖職を実施する． 

保険会社が外国保険金杜の買収  保険会社が外四の保険金杜を子会社等とする鳩舎の当抜外国の保険会社の子会社  平成22年度枝村   
8        ノ金地庁   等を行う場合に障鮭となる規制の  等の業務範囲規制のあり方について、法改正を含めた必要な法制面での対応も併せ  平成23年度以降結  
見破しの検討   て平成畏年度に検討し、平成23年度以降に結論を得て必要な制度整備を実施する．  輪一緒置   

保険会社における＃産運用比率規制に関し、その糎廃も含めた規制のあり方につい  平成22年度検討・ ー 
18  保険会社における資産連用比率頒 制の舶の検出、     ■・ 平成28年匿以降指  

椅果を受けて、平成Z3年度以降必事な制圧整隋を実施する．   置   

プロ洩貴家を顧客とする投資運用  
ロ   集の規制緩和   平成28年廣以降伶  

28年度以降、必要な制度盛儀を実施する。   温   
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♯寿賀料   

制定又は1柊改正から20年以上経過した肝捻可等について、所管省庁が見直しを検討する事項  
見直しの時期  

書号   事項名   根拠華令  所管省庁     平成㍑年  
旋   

28  抑放送事考時の印放送司岬の靡止の届出 放送法  第52集の20   0  蝕挟省   

称稗晶の目的鱒羊の師可 t波法  
算16集の2   ○  総輝省   

t波法  
軍8  利昭叩苓即印堰 翳ヰ1束帯2項算1号、繁ヰ4条、第ヰ6  ○  総務辛   

集．第ヰ8条  

印  有檜埠速写ほ事稗の肝可 有線放送t肯こ関する法律  
窺8条   

○  総務牛   

38  有掃放送里香肇輝寧樗叶鱒琴咋鱒の畔可   有線放送t招こ関する法緋  第6集第1項 ○  総妓雀   

1l  暮構翠埠の鞘声の肝可   
有線放送モ諸に関する法律  
第5免許2項   ○  総務雀   

3字  仰の有繹放送一声華育との相軍律鰐卯年可   有線放送モ矧こ関する法律 
繁6集第1項、第2項   0  総務省   

ロ  平気靖碍羊筆亨の辛気坤仔同特使慎との蜂続に即する嘩出  有け放送t桔に関すも法律 零7集   0  血清雀   

明  雷謂鱒羊考の一気細管糊との紳こ町血の変更  有線放送t富引こ関する法律 算7条   0  総稀雀   

鱒  契約杓称の屑出 有縛放送t桔に関する法律  
算8条   

○  総務雀   

叩  劉岬泄の蔓草の届坤   有線放送tl吉に廃する法♯  
第甘条   ○  総株省   

ユ丁  有絆放送t挿事肴の地位の縫車中届出   有線放送t措こ関する法律  
第11乗算之項   0  総柄省   

集積開始讐の掛旨  
ユ8   （l）珊開始、（2）1午可申捕書鱒¢事項の賛美、（3）1抹の如上女は休 止 ○  総務雀   

、（1）収支沃土■等   

3l  外臨人草坪に卵斬規丑僻，申樗  
外戚人金線浅  
第3条第1項  

○  法株雀   

40  外車人丑坤に跡る斬規畳耀   
外国人登蜂法  
紆ヰ条欝1項  

0  汝省   

41  外臥丑齢嗣印刷書の鮒 外国人豊住法  
第6黒帯1項  

0  ■洗粉ヰ   

ヰ2  欄人相に係る榊剛樽め引曾交付叩   外国人登録法  
第6条第1項．第6集の之算1璃  ○‘  法務省   

1琴  外国人筆陣l千体る畳鐸柾叩卵l督交付   外国人畳股法  
第6集第4】丸帯6集の2第8項  

○  法務省   

叫  外臼人丑凱こ係る叫鱒叩の再如申捕   外国人量技法／  
第7条第1項  

○  法横雀   

示  相人餐仲に巧も董弧明千の再交付   外国人登録法 
第7集第4】真  

○  法減省 

18  外属人撃坤に係る居住地変更費埠中神   外国人登録法  
第8条第8項  

○  法橋雀   

一丁  叶画人畳鉾に係る虚位地変声量梓   外国人登録法  
第8条第8項  

0  法務省   

外国人量蛤法  
48  れ閣人豊脚こ休卑居住地以外の全件事項の変更蜜蜂中川   第g条第1項、第g粂の之第1項、第9象  0  法精省   

の8∬1項  

明  外国人登録に係る璧停年明書？切替交付   外国人登録法  0  法務省   第11集第4項  

外国人畳餞法施行應則  
ら○  欄人草阿こ慮る代理人による珊こ射する文書零の提出■   第17集第1項、第17集第2項、第17  ○  研  

乗算8項  

平成2之年10月8日  

内閣帝作成  
見止しの時期  

醤号   事項名   根拠法令  所管省庁     lln 
＝  

有線テレビジョン放送施設の設置の許可   有線テレビジョン放送法 
第8束帯1項   ○  総‡坤   

之  有線テレビジョン歓送施設設tの指定明細の延長   有繰テレビジョン放送法  
第6条第2項   0  寧鱒省 

3  有線テレビジョン放送施政設1の届出   有絹子レビジョン放送法  
欝6黒幕∂項   0  幹挿雀   

l  旛投打薗．使用ナる周波散又は有線テレビジョン放送施はの突貫の  有檎テレビジョン放送法 
肝可   算7乗算1項   0  総稗半  

6  中綿暮記敲事項のま更の届出   
有線テレビジョン放送法  
第7魚第3項   ○  絆鱒省   

○  有牧子レビジョン放送施政の廃止の届出   有押テレビジョン放送法  
第11粂   

0  総群青 

丁  わ≠テレビジョシ放送♯削）開鱒の届出   有掩テレビジョン放送法  
第12魚椚尿   0  細筆   

8  有牡テレビジョン放送業撥の変声の届出   有線テレビジョン放送法  
事12魚後陣   ○  総挫省   

ロ  ■横幕送信の役鞠の提供条件についての契約約款の比可  有線テレビジョン放送法 0  革帯雀   

’叩  ■應再送信の役滞の檀供条件についての契約約数の変更の摺可  有線テレビジョン放送法 0  鱒務筆   

役務の料金に叫する契約約歎の届出   有線テレビジョン放送法  
算15条前段  ○  拷稗雀   

12  役叛の料金に関する契約約軟の丈更の届出   有線テレビジョン放送法  
第1白魚後段   ○  鱒輝雀   

柑  有≠テレビジョン放送業横の廃止の届出   有年テレビジョン放送法  
第1軌条   

0  総積雪   

11  有♯テレビジョン放送旛投の運用又は集清の運営の状況の細告  有絶テレビジョシ放送法施行規則・ 許88条  0  絆鱒竿   

有≠ラジオ放送集技の連用の規正に関  
柑  有線ラジオ放送の集郡の開始の届出  すも法律 ○  総挿省   

震動財前段  
有≠ラジオ放送■精の運用の規正に朋  

1l  有陣ラジオ放送書群の弼始の届出書1己粧事項の資文中願出   ナる法律  由省   

有牡ラジオ放送業欄の運用の規正に叫  
有線ラジオ放送九務の廃止の届出  する法櫓  0  

7奥 
鱒鱒竿   

有楓ラジオ放送兼務の運用の規正に叫  
1l  有汁ラジオ放送事瘍の道南状況の繊告  する法律を施行する規則  0  総棟竿   

与条  

川  受托放送■業者の役務の提供条件の史更の届出   触法法 
第5之条の10第1壌後段   0  総稽雀   

20  委托放送＃撞の開始の期日の届出   放送法  
第52集の15第1項   ○  由摘 

21  委托鱒送集精の休止期閉め届出  放送法 
第5之条の15策2礪前段   ○  鱒務省   

ヱ2  李托放送♯穫の休止期間の変更の届出   放送法  
宗62粂の16繁之項後段   ○  総抒省   

23  隻托放送♯務の法定の更新   放送法  
第52条の16第1項   ○  声帯省   

21  李托放送事項の変更の牲可   放送法  
第62集の．17第1硯   ○  絶類省   

25  婁托政道■業者の相打こよる地位の承縫の届出   放送法  
第6之兵の18第1礪   0  ガ楕省  



見直しの時期  
番号   事項眉  租馳法令  所管省庁     平成祖年  

圧   

寄附全集集の絆可   社会福祉法  
第7a朱鷺1項   0  

5之  データベースの概要等の申告   
データベース台帳に関する規則 
第3東軍Z項   0  経済産業省   

什報処理サービス企業等台仙こ関する  
53  業務概要等の申告  規則  ）○  経済産業省   

第3条第1項  

汁租地租サービス企業等台帳に関する  
糾．  業務紐簑等の変更の申告  規則  桂流産業省   

第5乗算1項   

らち  指定賀格考証交付機関の指定   建設業法  
第27粂の19笥1項  

0  国土交通省   

紬  測1≠試験   
測i法  
第50乗算5号  

OJ  国土交通省   

57  測量士輔拭廠   
瀞」土浅  
第51集繁ヰ号  

○  国土交通省   

（注）本参考資料は、閣議決定の対象となるものではない。   




